






















事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間

(1) 事業継続力強化支援事業の実施期間（令和8 年 4 月 1日～令和13 年 3 月 31日）

(2) 事業継続力強化支援事業の内容

< 1. 事前の対策＞

1)小規模事業者に対する災害等リスクの周知

①複合災害リスクの周知と早期避難の徹底

経営指湖員等が巡回指導の際にハザードマップを用いながら、 以下のリスクを説明します。

•津波リスク：久慈港で最大14.3m［久慈市防災計画①〕、 津波は繰り返し襲来し数時間継続

する可能性があること、 および強い揺れや長い揺れを感じた場合は直ちに高台等安全な場所に

避難すること。

・士砂災害リスク：市内には土砂災害警戒区域が268箇所あることを周知し、 大雨警報（土砂

災害）や土砂災害警戒情報（瞥戒レベル4相当）が発表された場合の避難行動を指導します。

・洪水・浸水害リスク：洪水ハザードマップに基づき、 久慈川、 長内川、 夏井川、 宇部川（山

形地区は小国温水溜池、 谷地中士囲温水溜池）の氾濫による浸水リスクを周知します。

②広報等による啓発活動

商工会報や市広報、 ホ ー ムペー ジ等において、 国の施策の紹介やリスク対策の必要性の啓発を

行います。 また、 特に観光産業について、 災害発生後の風評等による影轡が大きくなる傾向が

強いことから、 集客の維持に向けた広報戦略の重要性を周知します。

③事業者BCP策定に関する支援

小規模事業者に対し、 事業者BCPの策定（即時に取組可能な簡易的なもの含む）や、 訓練等

について指導および助言を行います。 専門家や損保会社等との連携によるセミナーや個別支援

を実施します。

④新型インフルエンザ等の感染症に関する周知と支援

感染症予防計画に基づき、 新型インフルエンザ等の感染症はいつでもどこでも発生する可能性

があり、 常に最新の正しい情報を入手し、 冷静に対応することを周知します。

．感染症流行時には、 行政機関から発出される予防対策情報、 支援施策情報について、 相談窓

ロの設置、 支援施策の実施などの応急対策を行います。

・業種別ガイドラインに基づき、 感染防止策の周知、 マスクや消毒液等の一定量の備蓄、 ITや

テレワ ーク環境を整備するための情報提供を実施します。

◇参考： 【当所が取り扱っているリスク軽減のための共済・損害保険、 取扱機関等】

•財産のリスク（火災・自然災害、 地震．噴火等）

ー岩手県火災共済協同組合

・休業のリスク（事業主・従業員の休業所得補倣、 災害に伴う営業損失補償）

一日本商工会議所経由にて連携する損保会社

・経営のリスク（取引先の倒産、 病気・けが等への備え、 退職金稜立）

ー倒産防止共済、 小規模企業共済、 久慈商工会議所きずな共済、 アクサ生命保険（株）
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(3) 広域経営指導員の当否　　否
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